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は　　じ　め　に

　本稿の課題は，敗戦後問もない日本資本主義が，国家権力を動員しながら ，

荒廃した生産力基盤をいかに整備 ・拡充Ｌていったかということを明らかにし

ようというものである。この課題に応えるためには，財政投融資の動向を明ら

かにすることが基本であるが，その前提として，まず第　に，この期におげる

生産力基盤の実態を把握することが大切である。つまり ，当時におげる蓄積隆

路がどこにあり ，これを如何に打開するかということが，独占資本の蓄積論理

だからである。それはまた，財政投融資を行うべき指針として経済復興計画や

地域開発計画として具体的に現れてくるからである 。

　ところで，危機の時代における復興計画や全国的な地域計画は，独占資本の

蓄積論理だげでなく ，国家物神性を利用しながら，被支配階級に対する慰撫政
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策としても展開されることがある。従って，各計画を分析する際には，その点

の検出もまた重要た課題となる 。

　以上のような問題意識にもとづきながら，敗戦から昭和３０年頃までに至る時

期に，アメリカ帝国主義の支配下において目本独占資本がどのような国家計画

のもとに生産力基盤の整備 ・拡充を図っていったかを本稿は検討してみたもの

である 。

第一節　工業生産力の回復に関する諾問題

　中国及ぴ東南ア ：■ア市場の独占的支配という目本帝国主義の野望は，アメリ

カ軍の沖縄占領，ソ連参戦，原爆投下，焼夷弾による国土の焦土化ということ

を直接的な契機としながらも，アメリカ帝国主義の圧倒的な生産力に裏付げさ

れた軍事力によっ て， さらには被支配地域や植民地における人民の根強い組織

的な低抗と解放闘争によっ て， 昭和２０年８月１５日に瓦解した。第二次世界大戦

は， この日のポソタム宣言受諾によっ て終結した 。

　当時の日本軍部が，非科学的な皇国史観と犬和魂による本土決戦を豪語して

も， 闘う武器は勿論のこと，食糧も軍需物資も潤渇している状況のもとでは戦

争の帰結は明白であ った。防空頭巾と竹槍でもっ てＢ２９と対決するという絶望

的戦況では，もはや勝敗の帰趨は問題ではなかった。問題は，アメリカ帝国主

義の世界支配戦略の中で，とりわけ対ソ関係で敗戦後の目本をとう位置つげる

かにあ った 。

　昭和１９年の夏から激化したアメリカ軍の空襲によっ て， 目本本土は一面の焦

土と化し，工業生産設備は破壌され，目本国民は寒さと空腹に耐え忍ぱなけれ

はならなかった。団子汁や珪藻麺に代表される食生活と焼跡のハラヅクに代表

される住生活の窮状。国民生活がかかる状況にある時，工業生産もまたその例

外たりうるものではなかった 。

　焼夷弾を中心とした空襲及び艦砲射撃などによっ て， 被害をうげた工業生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７１）
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第表工業生産設備能力の被害

業種別　単位日月年別昭和１９年末　空襲被害　 Ｂ／Ａ 　昭和２０年８月

　　　　　　　　　　　　設備能力（Ａ）　設備能力（Ｂ）　被害率　設備能力

火　力　電　気　１，０００Ｗ　年産　　２，４５０（７５０）　　７４１（７０）　３０．２　　　１ ，６８０（６８０）

水力電気　 〃　　”　　６，０７４（２８７）　　０　　０　　６
，２３３（２９９）

石油精製１，Ｏ００ｋ９　 ”　　３．７３９　　２．１６９　　５８．０　１
，４４３

銑鉄 〃〃５，７６９　一一５
，６６０

アルミニュームトソ月産１１．１００　　２．６５０　　２３．９　８
，３５０

工作機械　 〃　年産１７０．０００　　４３，Ｏ００　　２５．０　１２０
，０００

貨車輔 ”１７．０００３．０６０１８．Ｏ■自動車　台　月産　３．６００　　７５０　　２０．８　１
，８５０

硫安千トソ 年産１．６５９８９７５４．１７６２
セメソト　 〃　　〃　　１．７７９　　２．１０１　　２７．０　５

，６７８

板硝子函　月産４６８．０００　　０　　０４４３
，０００

皮　　革　トソ 　年産　７２，８１９　　　一　　ユ９，４　５８
，６９１

綿織物錘　目産１４８．７８５　２０．１２１　１３．５１２３
，７４７

毛織物台　 〃　１２
．４２５　２．１３３　１７．２１１２，６４２

洋紙 バルプ百万ポソド年産　　１．６４０　　　　９７　　　２．９　　　９５８

〔資料〕ｒ戦後経済史』（総観編），経済企画庁，第八表より 。

（原注）¢　目産，月産，年産の不統一は換算による不正確をさけ，各調査担当局の報告したことによる 。

　　　　１９年末設備能力より被害設備能力を差引いたものは必ずしも終戦時設備能力と一致しないが，これは

　　　この間他の原因により能力に変動を来したものである 。

　　＠　経済安定本部「我国経済の戦争被害調査」による 。

設備の状況は次のように報告されている 。

　第　表を見ると，石油精製施設の５８バーセソトをはじめ，火力発電の３０バー

セソトといった高い被害率は，エネルギー供給源の破壌によっ て戦争遂行能力

はもとより ，目本におげる工業生産力を根底から弱体化させるものであ った 。

それ以外に，真空管，自転車，硫安，コム，流毛などの都市部に立地する業種

では被害率が大きく ，工作機械やアノレミニウムを中心に，平均２０バーセソト程

度の被害があり ，産業問における有機的な連関の途絶なとを考えると，こうし

た被害が目本帝国主義の再生産構造を壊滅的状況に陥し入れたと見たして問違

いあるまい 。

　戦争末期におげる工場疎開も，戦時利潤を追求する独占資本の論理に反する

ものとして，現実には計画的に進行せず，疎開開始前に空爆されて被害を受げ

るか，疎開しても設備や機械が組み立てられないか，関連資材の不足から，生

産は再開されたい場合が多かった 。

　　　　　　　　　　　　　　（２７２）
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　このような事情を，ルキャノヴ ァ氏は次のように語っている 。

　　ｒ戦争の最後の段階には，企業と産業設備が国内の爆撃でもっとも損膓をうけにく

　い地区に疎開した関係上，軍需産業の不完全操業ははげしくな った。日本の独占資本

　家は，もっともおくれて，１９４４年の末に疎開にとりかかった。すなわち軍事行動が最

　高潮にたっして，前線の兵器需要が急逮に増大したときのことである。いうまでもた

　く ，疎開は，目本の産業資本家にとっ て， なに一つ計画らしいものもなく ，得手勝手

　に，それぞれの責任と危険負担においておこたわれた 。

　　移転にきまっ た工場がもとのところに残っていることもまれではなかった。また重

　要軍事物件でさえ，その疎開の期限がのばされたり ，あるいは取消されたりした。疎

　開した企業は，急速に再建することができず，また輸送その他の困難がましたため ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　原料供給のひんぱんた中断にたやんだ 。」

　この空襲による被害とあわせて，潜水艦攻撃による艦船の被害は海外からの

原料輸入を杜絶させた。このことによっ て， 目本資本主義の再生産規模を驚く

べきテソポで縮小させる原因とな った。次の第二表は，そのことを明白に物語

っている 。

第二表　目本における主要原料の輸入状況（終戦前）

原　　料　　名 １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４ ユ９４５

鉄　鉱　石　（千トソ）
５， １２９ ５， ０５８ ４， ８８０ ３， ６６６ ユ， ６６８ １４４ホ

（１００．Ｏ） （９７．６） （９５ ．３） （７１ ．６） （３２ ．５） （２．８）

屑　　　　鉄　（千トソ） １， ３９１ ２０３ ３９ ２５ ７４ １
（１００ ．０） （１４ ．６） （２ ．８） （１ ．８） （５ ．４） （０ ．７）

コークス用炭　（千トソ）
３， ３１５ ３， ４１７ ４， ０２５ ２， ９３９ １， ４３５ １３４榊

（１００ ．Ｏ） （１０３ ．１） （１２１ ．５） （８８ ．７） （４３ ．３） （４．Ｏ）

原　　油　（千ノミーレノレ） ２２，０５０ ３， １３０ ８， １４６ ９， ８４８ １， ６４１ ○淋
（１００ ．０） （１４．２） （３６ ．９） （４４．６） （７．５） （０）

ボーキサイト　（ト　 ソ） ２８０，１８９ １４６ ，７１１ ４５０，１３４ ８２０，５３４ ３４７，３３５ １， ８００

（１００．Ｏ） （５２ ．３） （１６０ ．８） （２８２．５） （１２３ ．８） （０．６）

石　　　　炭　（千トソ） １０，１２３ ９， ５８５ ８， ７４８ ６， ０２９ ３， １３５ １８８榊

（１００．Ｏ） （９４．５） （８６ ．１） （５９ ．２） （３４．５） （１ ．９）

（出所）　Ｊ ．コーヘンｒ戦時戦後の日本経済」，大内兵衛訳，岩波書店，上巻，第二阜の諸所より作成 。

　　　 “第一四半期。淋前半年。『日本における資本主義の発達（全）』，東大出版，昭和３３年，３９５ぺ一ジ 。

　こうして，日本帝国主義の軍事力，とりわげその基盤となる工業生産能力は ，

ポソタム宣言受諾以前に崩壊的状況にあったのである。　Ｊコーヘソ氏の言葉

を借用しながら，戦争末期の目本経済の状況をまとめれば，次のようになる 。

　　ｒ沖縄戦の終了した頃には日本の経済組織は既に潰滅していた。軍需品の生産は戦

　時最高額の二分の一以下に減り ，それは継続的な軍事行動を支えるには足りなか っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）
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た。 海軍は沈められていた。空軍には油がたく ，飛行機を作るにもアノレミニウムがな
　く ，軍需工場には鋼材が欠乏して，全国民は飢えていた。抗戦の経済的基礎は破壌さ
　　　　　　　２）
れていたのである 。」

　目本帝国主義は敗北した。しかし，日本の資本主義体制そのものは崩壊せず ，

目本を占領したアメリヵ軍によっ て維持された。極論すれぼ，日本独占資本は ，

資本主義体制を維持するために，ポソタム宣言を受諾したのである。従って ，

資本＝賃労働関係を基底とする資本主義的生産諸関係は維持され，資本制生産
　　　　　　　　　３）
は続行されたのである 。

　げれども，戦後目本資本主義の出発は決して容易ではたかった。国民の大多

数は焼野原で荘然とし，かつまた飢えと寒さにおびえていた。とりわげ戦災者

第二表　終戦前後期における主要物資生産高推移

品　 目単位１・…ｌ１・・１ｌ１…１・… 　１… 　１・・・・…

石炭千トソ５６
．３１３５６．４７２５３．５４０５５．５００５２．９４５２９．８８０２０，３８２

発電電カ量百万ｋＷｈ３４．６８３３７．６６０３７．４６４３８．６２４３７．０９８２３．１８１２９ ，０６１

銑鉄千トソ３
．５１２４．１７３４．２５６４．０３２３．１５７９７７２０３

工作機械　台　
５８．０８８４６．０５８５０．８３３６０．１３４５３．８４４７．３１６４，７９１

硫安千トソ１
．１０９１．２４２１．１４６９６６７１２２４３４７０

セメソト　 〃　６
．０８５５．８４８４．３６４３．７７６２．９６２１．１７６　９２９

　　　　　　　　　　　　 ・）　　 ・）　　 ｂ）　　 ｂ）　　 ｂ）　　 ・）　　 ｄ）
トラ ック台３８

．０５６４６．３８９３１．７３９１９．４９３２１．５４６５．４８２１４，０５９

貨車 〃９
．９１４７．４４８６．４２７６．５７０６．４３６８９７１ ，１６２

鋼船（百ｔ以上）Ｇ／Ｔトソ３０７．１６１２４１．０９０２９３．０５９８００．５３５１ ，７３０．３８８６０７．５７５１１－５７２

純　　綿　　糸　千ポソド　８２４．７９６５７４．９０６２６１．３５８１７２．０７６　１０２．７６３　４３．４７４１２８，０５６

綿織物百万ヤード２．６２４１．３２９１．１００１．０８３１８０５５２４２
　　　　　　　　　　　　 ｅ）　　 ｅ）　　

ｅ）

　　米　　　千石　
６０．８７６５５．０８６６６．７７４６２．８８７５８．５５９３９．１４９６１，３８６

　　　　　　　　　　　　ｆ）　　ｆ）　　ｆ）

小　麦 〃１３
．０９６１０．６６５１０．１１８７．９９０１０．１１１６．８９２４，４９６

味　　　嗜　千貫１５０．２２１１１７．７２７１２８．０６０１４０．２２６１２９．６７９７７．４９５６９．８８７
　　　　　　　　　　　　９）　　９）
総漁獲高百万貫　

１．

１０６１ ．１１９ 　９８５ 　９０９ 　６８６ 　４８４ 　５９１

〔資料〕数字の大部分は『日本統計年鑑』（昭和２９年，総理府統計局）による 。

　　 ａ）は「日本戦争経済の崩壊』（アメリカ合衆国戦略爆撃調査団，正木千冬訳）の付表Ｃ一ユ５７より算出 。
　　 ｂ）は『朝日経済年史』（昭和２０．２１年版，朝日新聞杜）の「大型トラック生産高」（２１３ぺ一ジ）より算出 。
　　 ｃ）は『朝日経済年史』（昭和２２年版，朝目新聞杜）の「主要物資生産局調」（２１３ぺ一ジ）による 。
　　 ｄ）は『目本統計年鑑』（昭和２４年，総理府統計局）の「重要物資生産高」（３３５ぺ一ジ）による 。
　　 ｅ）は ａ）の付表Ｃ一ユ９６により ，１トン・目６石として換算 。
　　ｆ）は ａ）の付表Ｃ－１９６により ，ユトン冒７．３石として換算。
　　９）はｄ）の１５４表（２４９ぺ一ジ）による 。

　　　　　　　　　　　　　　（２７４）
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や海外からの引揚者の生活は極度に悪か った。この食糧難と住宅難は国民生活

を耐え難いまでにしていた。衣料や医薬品をはじめ生活資料は全く不足してい

た。 しかし，資本家階級による不当な戦時利得や隠匿物資による利得の確保は ，

戦後における生産再開を遅らせることにな った 。

　耐乏生活に喘ぐ国民の不満は，体制的危機を惹起しそうであ った。生産は早

急に再開されねばならなか った。とはいえ，こうした国民の不満に応えるべき

諾資材とそれを作り出す生産設備は被爆しているか，戦時中の酷使によっ て老

朽化していた。海外からの輸入杜絶は原料調達も満足には出来なかったし，戦

後イソフレーショソは資本家をして闇販売と物資の隠匿に走らせ，運輸手段も

占領軍の調達と貨物車両の老朽化で思うようにはならなかった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使い古された既存の設備と限られた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原料をもっ てする工業生産は遅々とし
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　て進まなかった。終戦前後数年問にお

　ける主要物資の生産量は次の第三表の

　ようにな つている 。

　　１９４０年と１９４６年における工業生産量

　を比較してみるとエネ ノレギー部門では

　石油部門が潰滅したのをはじめ，石炭

　生産でも半減したが，発電電力量は若

　干の減少にとどまっ た。 また重化学工

　業部門では，銑鉄生産，工作機械生産

　をはじめ，ほとんどの生産部門におい

　て１割にも足らない生産量でしかない 。

　　こうした状況は，国民に耐乏生活を

　余儀なくさせたが，同時に独占資本の

　蓄積にとっ ても，その物質的基盤かこ

　のような状況ではいかんとも致し方な

　か った。独占資本の蓄積運動は，アメ

（２７５）



２６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

リカ進駐軍の体制維持のもとで早急に開始しなげればならたかった 。

　ところが・アメリカ帝国主義は，目本をみずからの市場として位置づげ，過

去において経済的な競争相手であった目本独占資本（財閥）の力を決定的に弱体

化させ，日本をぼ当面半植民地として支配しようと意図していた。従って，輸

出入の制限をはじ。め，軍需工場の解体，賠償用としての諸機械設備の撤去等々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
によっ て， 工業生産力を低下させる政策をとっ た。 かくして，目本独占資本と

しては・国内諾資源を開発し，残された設備や資材を有効に利用するという形

態で，拡大再生産への緒を求めざるをえなかったのである 。

　戦後問もない昭和２１年３月に，外務省調査局特別調査委員会は，「日本経済

再建の基本間題」という報告をしており ，国土の開発について，次のように述

べている 。

　　ｒ未利用資源ノ開発，資材ノ活用及ビ節約，耕地ノ 集約的使用等ガ徹底的二行ハレ

　不ハナラナイ　　耕地二対スル農民ノ過剰 ヲ解消 ン農業経営二適正観模ノ耕地面積ヲ

　与へ子ハナラナイ。即チ農村カラ過剰人ロヲ抽出スルコトカ必要テアルカ抽出サレタ

　人ロハ主トシテエ業二向 フ以外二赴クトコロヲ持タヌ デアロウ。斯クテ目本経済ノエ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　業化ハ経済民主化二具体的根拠ヲ与ヘタルタメニ不可欠トセラレノレ。」

　一面の焼野原にバラックが建ち並び，戦災者や海外からの引揚者で澄れてい

る大都市では，まさしく餓死者が出るほどの食糧危機に直面していた。そうし

た状況にあるとき，農村からの過剰人口を都市に排出させようとする目本再建

の方向は，全く現実性を欠くものであ った。むしろ人口は食糧を求めて農村へ

還流するか，疎開先で停滞しているかであ った。それにもかかわらず，都市に

おげる工業化を目本経済の民主化という視点から捉える立場は，戦前におげる

目本資本主義の基底にあった半封建的零細隷農民をめくる経済的諸関係と苦汗

的低賃金労働制度を打破するという点からみれぱ，一定の進歩性をそれなりに

持っ ていたと言えよう 。げれども，かりに目本経済の民主化という立場から工

業化政策が主張されたとしても，アメリカ進駐軍の武力によっ て資本主義体制

が緯持される限りにおいては，つまるところ都市における工業化は目本独占資

本の復活を意味することは明らかであ った 。

　この点では，戦後目本におげる工業をどのように発展させるかにかかわ って

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７６）



　　　　　　　戦後期におげる目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　２７

二つの道が提起されていたとみてもよいであろう 。その一つは，経済民主化を

推し進める進歩的立場からのものであり ，他方は資本主義体制そのものを維持

する方向からの工業化であ った。工業化はそれ自体は，民主化でも資本主義体

制維持でもない。また，ここに言うｒ民主化」カミ，歴史的発展という視点から

のものであ ったか，それとも単に「独占解体」という程度のものでしかなか っ

たのか，その点も疑間である。しかし，農地改革と関連させながら工業化を意

図していたことは確かである 。

　だが，現実の経済過程においては，かかる間題は十分に展開されないままに

進行した。即ち，重化学工業を中心とした目本資本主義の再生産軌道は，戦時

中における生産設備の酷使や戦災にあって潰滅的な状況にあり ，やっと使用に

耐える生産設備があ っても，電力，石次といった生産のためのエ不ルキー基盤

や原料資源，そして輸送手段の老朽 ・荒廃化によっ て， 十分な生産を行うこと

は出来ない状況にあったからである 。

　こうした工業生産力の状況を踏まえるならば，目本独占資本主義は，早急に

生産力を回復するための諸条件を改善し，拡大再生産軌道を確立しなげれぼ ，

資本蓄積を行うことは不可能であ った。にもかかわらず，占領体制下にあ って

は， この工業化もひとり目本独占資本の蓄積論理をそのまま貫徹させることは

出来なかったのである 。

　本格的に工業生産力の回復政策がとられ，縮小再生産から拡大再生産への軌

道が敷かれるようになったのは，昭和２３年以降においてアメリカ帝国主義の対

目占領政策が転換してから後のことである 。

　そこで，われわれとしては，昭和２３年頃迄の工業生産力の基盤状況がとのよ

うなものであ ったか，とりわけ電力，石炭，輸送手段などの状況とそれらの復

旧政策についてみておくことにしよう 。

　まず，電力生産の面では，「戦時中の補修不完全，戦災，老朽設備等の原因

の外に，建設当初の認可出力に無理があ った事及ぴ適正炭の入手困難と貯炭不

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
足に依る適正混次の不能が主要な原因」とな って，火力発電所の出力は低下し

ていたし，水力発電についていえば，「戦時中の酷使と補修の不完全，戦後の

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７７）



２８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
資材資金不足に依る補修困難等の為に事故が頻発し発電機の焼損」が多いため

に発電量は低下せざるをえなかった 。

　戦後問もたい昭和２１年１１月２４日の朝目新聞は，次のように伝えている 。

　　　「夏ごろから赤信号のあがっていた電力危機は１ ，２月の渇水期を前に早くも北海

　道をのぞく全地区で各変電所毎に随意スイ ッチを切るという緊急制限実施となり ，最

　悪の事態となってきた。その上電産争議はこの危機突破をめぐっ てスト準備が伝えら

　れている。商工省電力局では去る１０目から３段（重点産業１割，一般産業３割），つ

　いで１７目からは最後の切札とされる第５段の制限で鉱業，肥料，製粉，通信，放送 ，

　ヵス，水道事業のようた最重点産業にも１割，その他の重点産業は２割，一般産業は

　５割（いずれも７ ，８月中の月平均使用電力量基準），家庭用，電熱，電力，その他

　一般業務には９月使用量の２割という最強度の制限を実施してきたが，たお節電の効

　果はあがらず，電力の需給事情はすこしも好転していない。」

　この深刻な電力危機に際しても，独占資本が支配している重点産業には，優

先的に送電されている。しかし，昭和２１年末には，原料および第一次エネ ノレギ

ー源である石炭採掘，食糧増産のための肥料生産，輸入小麦の製粉，そして公

共的かつ公益的な諸事業に対してさえも節電せねはならたい状況であ った 。

　こうした状況は翌年も続いている 。

　　　「昨年末から今年初めにかげて水力電気の渇水による出力減少と，これを補うべき

　火力発電が石炭不足と設備の劣化によっ て， 能力を出すことが出来たいために，未曽

　有の電力飢饅を招来し，特に火力発電に依存することの大きい西目本では電力の制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　が生産阻害の最大原因としてあげられるにいたったのである 。」

　昭和２３年も電力危機の状況は続いた 。

　　　「電力については，各地に補修不足による発電所の事故が続出し，更に８月頃から

　異常な渇水に見舞われ，中国，四国，九州の渇水は特に甚しく平年の僅か２分の１と

　なり ，全国的にみても河川の水量は平年に比して９月８７劣，１０月８３％，１１月７７％ ，

　１２月８８劣と，そのまま冬の渇水に接続する結果とな った。これに加えて秋の台風が関

　東，東北を襲い，６７ケ所の水力発電所に甚大た被害を与え，逆に九州地区にはほとん

　ど降雨がなかったことは水力発電力の低下を一そう深刻に一した。このために生じた供

　給力の不足を火力発電によっ て補うため，発電用石炭の割当を相当に増加したのであ

　るが，現物の入手状況の悪いせいもあ って，発電所の石炭は依然不足をつづげ，又戦

　災と酷使と補修不足によっ て低下した火力設備の能力は炭質の低下によっ て益々 劣化

　し，火力の増強が意の如くならたかったため，８月以降の発電電力量はおおむね冬の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７８）




